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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 であ る 。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
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機械 類の 安全性 一 ガー ド 一 固定 式 及び 可動 式 ガード の 
設計 及び 製作の ための 一般 要求 事項 

Safety of machinery — Guards — General requirements 
for the design and construction of fixed and movable guards 

序文 

この 規格 は， 2002 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14120 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構成 
を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

この 規格 は， 固定 式 及び 可動 式 ガードの 設計 及び 製作の ための 一般 原則 を 規定す る。 この 規格 は， 製造 
者， 設計者， 規格 作成者 及び 他の 利害関係者 によって 使用され る こと を 意図して いる。 

タイプ B2 規格と して， 特定の 機械 群の 詳細な 面 を その 範囲と する タイプ C 規格の 作成 を 支援す る こと 
及び タイプ C 規格がない 場合に ガイダンス を 与える こと を 意図して いる。 

JIS B 9700-1:2004 及び JIS B 9700-2:2004 の 要求 事項に 従って， 機械の 設計者 は 機械に 存在す る 危険 源 を 
同定し， リスク アセスメント を 実施し， また 安全 防護 技術 を 考慮す る 前に 設計に よる リスクの 低減 を 行わ 
なければ ならない。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 第一に 機械的 危険 源から 人 を 保護す るた めに 提供され る ガー ドの 設計 及び 製作の ための 一 
般 要求 事項 を 規定す る。 

非 機械的 危険 源への 暴露 を 最小化す るた めの ガード の 使用 に 注意す る こと が 必要で あ る 。 
固定 式 及び 可動 式 ガードが 使用され る 場合， この 要求 事項が 適用され る。 この 規格 は インタ ロック 装置 
を 起動す る ガー ド に は 適用 しない。 インタ ロック ガードに ついては JIS B 9710:2006 で 規定 される。 

この 規格 は， 転覆 防護 構造 (R0PS) 及び 物体 落下 防護 構造 (FOPS) のよ う な 移動 性 及び 荷揚げ 能力に 関連す 
る 特別の システムの ための 要求 事項に ついては 規定し ない。 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 14120:2002, Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction 

of fixed and movable guards (IDT) 
" なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， 一致して いる こ と を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 補 を 含む。） 
に は 適用し ない。 
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JIS 6 9700-1:2004 機械 類の 安全性-設計の ための 基本概念， 一般 原則— 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003 Safety of machinery - Basic concepts, general principles for 
design— Part l:Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 2:Technical principles (IDT) 
JIS B 9702:2000 機械 類の 安全性— リスク アセスメント の 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14121:1999 Safety of machinery -Principles of risk assessment (IDT) 
JIS B 9707:2002 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13852:1996 Safety of machinery -Safety distances to prevent danger zones 
being reached by the upper limbs (IDT) 
JIS B 9708:2002 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こ と を 防止す る ための 安全 距離 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13853:1998 Safety of machinery -Safety distances to prevent danger zones 
being reached by the lower limbs (IDT) 
JIS B 9709-1:2001 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リスクの 低減 一 
第 1 部： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 
注記 対応 国際規格 ： ISO 14123 - 1:1998 Safety of machinery - Reduction of risks to health from 
hazardous substances emitted by machinery ― Part 1 :Principles and specifications for machinery 
manufacturers (IDT) 

JIS B 9710:2006 機械 類の 安全性 一 ガー ドと 共同す る インタ ロック 装置 一 設計 及び 選択の ための 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 14119:1998 Safety of machinery - Interlocking devices associated with guards 
— Principles for design and selection (IDT) 
JIS 8 9711:2002 機械 類の 安全性 一人 体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す きま 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13854:1 996 Safety of machinery 一 Minimum gaps to avoid crushing of parts 
of the human body (IDT) 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60204-1:1997 Safety of machinery -Electrical equipment of machines -Part 
1: General requirement (MOD) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISB 9700-1:2004 による ほ 力、， 次に よる。 

3.1 

刀一 ト (guard) 

保護す るた めに 機械の 一部と して 設計され た 物理的な バリ ァ。 
注記 1 ガード は， 次のように 機能す る。 

一 単独の 場合： 可動 式 ガードで は "閉じた 状態" のとき だけ 有効で あり， 固定 式 ガードで は 

"確実に 取り付けられ ている 状態" のとき だけ 有効で ある。 
一 ガー ド 施錠 式 又は 施錠な しの ィ ン 夕ロッ ク 装置と 組み合わせる 場合 ： ガー ドの 位置に よら 
ず， 保護が 確実に される （3.5 参照)。 
注記 2 ガード は その 設計に よって， 例えば， ケー シン グ， シールド， カバー， スクリーン， ドア， 
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囲 い ガードと 呼 ばれ る 場合が あ る 。 
注記 3 ガードの 種類 及び その 要求 事項 は， JISB 9700-2:2004， 5 丄 2 及び この 規格 を 参照。 
(JIS B 9700-1:2004, 3.25 参照） 
3.2 

固定 式 ガード （fixed guard) 

工具の 使用 によって， 又 は 取 付 け 手段 を 破壊す る ことによって だ け， 開いたり 又は 取り外す こと がで き 
るよう な 方法 （例えば， ねじ， ナツ ト， 溶接に よって） で 取り付けられた ガード （JIS B 9700 丄 2004， 3.25.1 
参照)。 
3.2.1 

囲い ガード (enclosing guard) 

すべての 面から 危険 区域への 接近 を 防止す る ガード。 
図 1 参照。 




図 1 一 トランス ミツ ショ ン 類への 接近 を 全体 的に 防止す る 囲い ガ一 ドの例 



3.2.2 

S 巨 離 力 一 卜 (distance guard) 

危険 区域 を 完全に 囲う ので はなく， 危険 区域から その 寸法 及び 距離に よって 接近の 危険 を 防止 又は 低減 
する ガード。 例えば， 周辺 フェンス 又は トンネル ガードに よる。 
図 2 及び 図 3 参照。 
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図 2 — 距離 ガードの 例 




図 3 — 距離 ガー ドの 例。 機械の 供給 又は 排出 域での 保護 をす る 卜 ン ネル ガー ド 

3.3 

Rf 動 式 力一 ト (movable guard) 

工具 を 使用せ ずに 開く ことができる ガード (JISB 9700-1:2004, 3.25.2 参照）。 
3.3.1 

動力 作^!! ガー 卜 (power-operated guard) 

人 又は 重力と は 別の 動力源からの 力に よって 作動す る 可動 式 ガー ド。 
3.3.2 

自 dfeakit 力一 卜 （self-closine guard) 

機械 要素 （例えば， 可動 テーブル） 又は ワーク ビース 若しくは ジグの 一部に よって 作動す る 可動 式 ガー 
ド であり， ワーク ピース （及び ジグ） が 通りぬ ける ことので きる 開口部 を 通りぬ ける とすぐ に， 自動的に 
閉 位置に もどる （重力， ばね， その他の 外部 動力な どに よる。）。 

図 4 参照。 
33.3 

起動機 能 インタ ロック 付き ガード （interlocking guard with a start function), 制御 式 ガード （control guard) 

ガー ドが 閉じ る 位置に 到達した ら， 他の 起動 制御器 を 使う ことなく 危険な 機械 機能の 起動 開始 指令 を 出 

著作権法 によ り 無断での 複製， 軋：械 みは 禁止され ております。 
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すィ ン夕 ロック 付き ガー ドの 特別な 形式。 
(JIS B 9700-1:2004, 3.25.6 に 基づ く ） 

注記 この ガードの 使用 は 幾つかの 条件に 依存す る （5.4.9 参照) c 




図 4— 自己 閉鎖 ガードの 例 



3.4 

調整 式 ガー (adjustable guard) 

固定 式 又は 可動 式 ガードであって， その 全体で 調整で きる か， 又は 調整 可能 部 を 組み込んだ ガード。 特 
定の 運転 中， 調整 部 は 固定され たままで ある こと （JIS 8 9700-1:2004， 3.25.3 参照）。 
図 5 参照。 




ガー ドは ワーク ピースの 表面まで 容易に 調整で き 
る 伸縮 形で ある。 これ は ド リ ル 交換の ために 主-軸 
に 近寄る こ とがで きる ヒ ンジに 取り付けられ てい 

る。 



図 5 —ラ ジ アル 又は 直立 ボール盤の 調整 式 ガー ド の 例 



f 



著作権法に よ り 無断での ■ 転載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 




図 7— スライド 式 インタ ロック 付き ガードの 例 



6 

B 9716 ： 2006 (ISO 14120 ： 2002) 
3.5 

イン 夕 ロック 付き カード (interlocking guard) 

機械の 制御システム と 一緒に 次の よう に 機能す るィ ン 夕ロッ ク 装置が 付加され たガ一 ド。 
一 ガードに よって"^ われた" 危険な 機械 機能 は， ガードが 閉じる まで 運転で きない。 
一 危険な 機械 機能の 運転 中に ガードが 開く と， 停止 指令が 発生す る。 

一 ガードが 閉じる と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は 運転す る ことができる。 ガードが 
閉じた こと 自体に よって 危険な 機械 機能が 起動 しない。 
注記 詳細 は JIS B 9710:2006 参照。 

(JIS B 9700-1:2004, 3.25.4 参照） 

図 6 及び 図 7 参照。 






お 作權 法に より 無断での^ 製， -転載 等 は 禁止され てお ります。 
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3.6 

施錠 式 インタ 口 ック 付き ガー ド （mteiiockhig guard with guard locking) 

機械の 制御システムと 一緒に 次の よう に 機能す る イン 夕ロッ ク 装置と ガー ド 施錠 装置 を 備えた ガー ド。 
- ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は ガードが 閉じ， 力、 つ， 施錠され るまで 運転で きない。 
- ガードに よって "覆われた" 危険な 機ネ戒 機能に よる リスクが 消失す るまで， ガード は 閉じ， 力、 つ， 施 
錠され ている。 

一 ガードが 閉じ， 力、 つ， 施錠され ている と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は 運転す る こ 
とがで きる。 ガード を 閉じ， 力、 つ， 施錠した ことによって 危険な 機械 機能が 起動し ない。 
注記 詳細 は J1S B 9710:2006 参照。 

(JIS B 9700-1 :2004, 3.25.5 参照） 
図 8 参照。 




図 8- 施錠 式 インタ ロック 付き ガード 及び 固定 式 ガード を 使用した ボール盤の 安全 防護の 例 

3.7 

ガー 卜の 閉位 lM (guard closed position) 

危険 区域への 接近 を 防止 又は 低減し， 及び Z 又は 騒音， 放射な どのような 危険 源への 暴露 を 低減す るよ 

うに 設計され た 機能 を 実行した 際の ガー ドの 位置。 

3.8 

ガー r 開 (guard open) 

ガー ドが 閉じ られ ていない ときをい い， ガー ドは 開で ある。 
3.9 

工具 （tool) 

締め 具 を 操作す るよう 設計され た キー 又は レンチの ような 道具。 コイン 又はつ め 磨きの ような 間に合わ 
せの 道具 は 工具と はしない。 



著 竹'…': により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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3.10 

工具の 使用 （use of a tool) 

作業の 安全 システムの 一部と して わかって おり， あらかじめ 決められた 状況 下で， 工具 を 資格の ある 者 
が 使用す る こと。 
3.11 

接近 頻度 (frequency of access) 

防護 領域への 接近が 要求され る 又は 予見され る 機会の 単位 時間 あた り の 回数。 

4 リスク アセスメント 

個々 の 機械 類に 適切な タイプの ガード を 選択し， 設計す るた めに， 当該 機械 類に 存在す る 様々 な 危険 源 
から 生じる リスク 及び リスクに さらされる 人の 予見 可能 な カテゴリ を 査定す る こと は 重要で あ る （JIS B 
9700-1:2004, 5. 及び JIS B 9702:2000 参照） 。 

5 ガー ドの 設計 及び 製作の ための 主要な 要求 事項 
5.1 機械的 側面 
5.1.1 —般 要求 事項 

ガー ドの 設計 及び 適用に 関して は， 予見 可能な 機械の 寿命 期間 中の 予見 可能な 機械の 環境 面 及び 操作 面 
についての 適切な 配慮が 必要で ある。 これらの 面への 配慮が 不十分で あると， 機械 類が 不安 全， 又は 操作 
不能と なる 可能性が ある。 この こと は 人が ガード を 壊す ことにな り， その 結果， より 大きな リスクに さら 
される ことになる。 
5.1.2 危険 区域への 接近 

危険 区域への 接近 を 最小化す るた めに， 実施 可能な 場合， ガード 及び 機械 類 は 日常 的な 調整， 給油 及び 
保全 を， ガー ドを 開かず 又は 取り外す ことな く 実施で き るよう に 設計し なければ ならない。 防護 領域 内で 
接近が 要求され る 場合， できるだけ 実施 可能で， 自由で 妨げられな いもので なければ ならない。 接近 を必 
要と する 例 は， 次のと おりで ある。 

一 搬入 及び 搬出 

一 工具 交換 及び セッティング 

一 測定， ゲージに よる 確認 及び サンプリング 

一 プロセス 観察 

一 保全 及び 修理 

一 給油 

一 廃材の 除去 （例えば， スクラップ， 切 屑， 漏れた 液体） 

一 妨害物の 除去 

一 清掃 及び 衛生 
5.L3 放出 部品の 封じ込め 

機械からの 部品の 放出 （例えば， 破損した 工具， ワーク ピース） に関する 予見 可能な リスクが ある 場合， 
ガード は， 実施 可能な 限り， 選択され た 適切な 材料に よって， これらの 部品 を 封じ込める ように 設計し， 
製作し なければ ならない。 
5.1,4 危険物 質の 封じ込め 



著作権法 によ り 無断での 3 製， 临 載 等 は 禁止され ております。 
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機械から 放出され る 危険物 質 [例えば， 冷媒， 蒸気， ガス， 切く ず （屑)， 火花， 高温 又は 溶融 材料， 粉 
じん （塵)] に関する 予見 可能な リスクが ある 場合， また， 実際的で 適切な 抽出 設備が 必要と される 限り， 
ガード は できるだけ これら を 封じ込め るよう 設計 し な ければ な ら ない （JIS B 9709-1:2001 参照） 。 

ガードが 抽出 システムの 一部 を 構成す る 場合， この 機能 は， 設計， 材料の 選択， ガードの 製作 及び 位置 
決めの 際に 考慮し なければ ならない。 
5.1.5 騒音 

機械の 騒音 を 低減す るた めの 要求 事項が ある 場合， 機械に 存在す る 他の 危険 源に 対する 保護 （参考文献 
[4] 参照） と 同様に， 要求され る 騒音 低減 を 実現す る ガード を 設計し， 製作し なければ ならない。 音響の ェ 
ン クロージャと して 機能す る ガー ド は， 騒音 放出 を 低減す るた め に 適切 に 接合 部分 を 密閉 し な ければ な ら 

ない。 

5.1.6 放射 

危険な 放射に 暴露され る 予見 可能な リスクが ある 場合， ガード は， 危険 源から 人 を 保護す るよう に 設計 
し， また 適切な 材料 を 選択し なければ ならない。 例えば， 溶接 火花 を 防ぐ ための 黒色 ガラスの 使用 又は レ 
一 ザ を 取り囲む ガードに 開口部 をな くす こと。 
5.1.7 爆発 

予見 可能な 爆発の リスクが ある 場合， ガード は， 安全な 方法で， 安全な 方向に， 開放され た エネ ルギを 
封じ込め るか 又は 消散させる （例えば， 爆発 逃し 板の 使用） ように 設計し なければ ならない （参考文献 [13] 
参照)。 

5.2 人的 側面 
5.2.1 一般 要求 事項 

ガードの 設計 及び 製作の 際に， 人と 機械との 相互作用 について （例えば， 搬入， 保全， 給油 を 行う とき） 
の 合理的 に 予見 可能 な 面 を 適切 に 考慮 しなければ ならない。 
5.2.2 安全 距離 

危険 区域への 接近 を 防止す る こ と を 意図した ガー ドは， 人体 部位が 危険 区域に 到達す る こ と を 防止す る 
ように， 設計， 製作， 及び 位置 決め をし なければ ならない （JISB 9707:2002 及び JIS 8 9711:2002 参照）。 
5.2.3 危険 区域への 接近 管理 

実施 可能で ある 限り， 可動 式 ガード は， 通常 運転 中に 危険 区域 内に 人が 取り残された 状態で， 閉じられ 
ないように， 設計， 及び 位置 決め をし なければ ならない。 この ことが 実施 可能で ない 場合， 危険 区域に 人 
が検知 されな いでいる こと を 防止す るよう な， 他の 方策 を 実施 し な ければ な ら ない。 
5.2.4 目視 

ガード を 取り外す 必要性 を 最小化す るた めに， ガード は プロセス を 適切に 目視 できる ように 設計し， 製 
作し なければ ならない。 
5.2.5 人間工学 的 側面 

人間工学 原則 を 考慮して， ガー ドは 設計し， 製作し なければ ならない （JISB 9700-2:2004， 4.8.2 及び 4.8.3 

参照)。 

5.2.5.1 寸法 及び 質量 

ガードの 取 外し 可能な 部分 は， 容易に 取り扱う ことができる ように， 適切な 寸法と 質量で 設計し なけれ 
ばなら ない。 手で 容易に 移動 又は 搬送で きない ガー ドに は， 吊上げ 装置に よる 搬送の ための 適切な 附属 装 
置 を 備える 力、， 又は 備える ことができなければ ならない。 

附属 品 又 は 用 意すべき 事項 は， 例えば 次に 挙げる ものと する こと がで き る 。 



お : 作 樅 法に よ り 無断での 中さ 武等は 禁止 さ れて お り ま す。 
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一 吊り 具， フック， アイ ボルト， 又は 器具 固定の ための 簡単な ねじ 穴 を もった 標準 的な 吊上げ 器具 
― 地上からの 安全 確保が 不可能な ときの 吊上げ フック による 自動 把持の ための 器具 
一 ガードに 組み込まれた 吊上げ 装置 及び 器具 

一 ガー ド及 びその 取 外し 可能な 部分の 上， 又は 使用 上の 情報の 中に キログラム (kg) で 示した 質量の 値 
の 表示 
5.2.5.2 操作 力 

可動 式 ガー ド 又は ガー ドの取 外し 可能な 部分 は， 容易に 操作 を 行える よ う に 設計し なければ ならない。 
ガード を 設計す る 際に， 人間工学 原則 を 遵守す る こと は， オペレータの ストレス 及び 身体 的 疲労 を 低減す 
る ことによって， 安全性 を 増加させる ことに 寄与す る。 これ は， 操作 性能 及び 操作 信頼性 を 向上し， それ 
によつ て 機械の 全 使用 局面に お ける ェ ラーの 可能性 を 低減す る （JIS B 9700-1:2004, 5.3 参照) 。 
操作 力 は， ばね， 平行お もり 又は ガス スト ラット のよう な 装置の 使用に よって 低減で きる。 
ガードが 動力 駆動で ある 場合に， 傷害 （例えば， 接触 圧， 力， 速度， 鋭利な 端 部に よる。） を 生じる こと 
があって はならない。 自動的に 再開 放す る 起動 開始 指令 を 出す 保護 装置 を ガー ドが 備えて いる 場合， ガー 
ドが 閉じる の を 妨げる 力 は 150 N を 超えて はならない。 ガー ドの 運動 エネ ルギは 10 J を 超えて はならない。 
そのような 保護 装置 を 備えて いない 場合に は， この 値 は， それぞれ 75N 及び 4 J に 低減し なければ ならな 
い。 

5.2.6 意図す る 使用 

ガー ドは， 実施 可能で ある 限り， 予見 可能な 使用 及び 合理的に 予見 可能な 誤 使用 を 考慮して 設計し なけ 
れ ばなら ない （J1SB 9700-1:2004， 3ュ2 参照）。 
5.3 ガード 設計 側面 
5.3.1 一般 要求 事項 

ガー ド 操作の 予見 可能な すべての 面に ついて， ガード 自体の 設計 及び 製作に よって 新たな 危険 源が 決し 
て 生じない よう に 設計 段階で 適切な 配慮が な さ れな ければ な ら ない。 
5.3.2 押しつ ぶし 又は はさまり ポイント 

ガー ドは， 機 feK の 部分 又は 他の ガードと 危険な 押しつ ぶし 又は はさまり ボイ ントを 生じない ように 設計 
しなければ ならない （JISB 9711:2002 参照）。 
5.3.3 耐久性 

ガード は， 予見 可能な 機械の 寿命 期間 中， 的確に 機能 を 遂行し， また 劣化 部品 は 交換で きる ように 準備 
された 設計で なければ ならない。 
5.3.4 衛生 

適用 可能な 場合， 例えば 食品の 小片， 滞留した 液体の ような はさまつ たもの 又は 材料に よって， 衛生上 
の 危険 源 を 生じない ように， ガード は 設計され なければ ならない （参考文献 [14] 参照）。 
5.3.5 清掃 

特定の 用途， 特に 食品 及び 薬品 加工で 使用され る ガード は， 安全な 使用に 関して だけでなく， 容易に 清 
掃で きる ように 設計し なければ ならない。 
5.3.6 汚染物質の 除去 

ガードが プロセスで 必要と される 場合， 例えば 食品， 薬品， 電子 及び 関連 産業の プロセスから 生じる 汚 
染 物質 を 除去す るよう， ガード を 設計し なければ ならない。 
5.4 ガード 製作 

ガードの 製作 方法 を 決定す る 際， 次の 面 を 考慮し なければ ならない。 



著作権法 により 無断での 複製， 転に？ は 禁止され てお り ます。 
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5.4.1 銳 利な 端 部 等 

ガー ドは， 露出した 鋭利な 端 部 及び 角 部 又は 他の 危険な 突起 部 を もたない よう に 製作し なければ ならな 

い。 

5.4.2 接合 部分の 性状 

溶接， 接着 又は 機械的に 締め付けた 接合 部分 は， 合理的に 予見 可能な 負荷に 適した 十分な 強度 を もた な 
ければ ならない。 接着剤が 使用され る 場合， 使用され る プロセス 及び 材料と 適合し なければ ならない。 機 
械的 締め付け 力 ひ 1 いられる 場合， ガードの 安定性 及び 剛性 を 確実に する ように， それらの 強度， 数 及び 間 
隔を 十分に 確保し なければ ならない。 
5.4.3 工具 だけによ る 取 外し 

ガー ドの取 外 し 可能 部分 は， 工具 使用 によって だ け 取 外 し 可能で な ければ な ら ない （3.9 及び 3.10 参照） 。 
5.4.4 取 外し 可能 ガードの 明確な 配置 

実施 可能な 場合， 取 外し 可能 ガード は， 固定し なければ， 取 付け 状態 を 維持で きないよう にしなければ 
ならない。 

5.4.5 可動 式 ガードの 明確な 閉鎖 

可動 式 ガードの 閉 位置 は， 明確に 決定し なければ ならない。 ガード は 質量， ばね， 留め金具， ガード 施 
錠 装置 又は 他の 手段に よって 停止 位置に 保持され なければ ならない。 
5.4.6 自己 閉鎖 式 ガード 

自己 閉鎖 式 ガー ドの開 は， ヮーグ ピースの 通過 だけに 限定し なければ ならない。 ガー ドは開 位置で 固定 
保持す る ことが 可能であって はならない。 この ガー ドは 固定 式 距離 ガー ドと 組み合わせて 使用す る ことが 
できる。 

5.4.7 調整 式 ガード 

調整 可能 部分 は， 材料の 通過に 合わせて その 開口 を 最小に 制限で き， かつ, 工具 を 使用し ないで 容易に 
調整で き るよう にしなければ ならない。 
5.4.8 可動 式 ガード 

可動 式 ガードの 開 操作に は， 明確な 開 動作 を 必要と し， 実施 可能な 場合， 可動 式 ガード は 開いた ときで 
も， 例えば， ヒンジ 又は ス ライ ド によって 保持され るよう に 機械 又は 隣接した 固定 部分に 取り付け なけれ 
ばなら ない。 このような アタッチメント は， 工具の 使用に よって だけ 取 外し 可能で なければ ならない （3.9 
及び 3.10 参照）。 
5.4.9 制御 式 ガード 

制御 式 ガード （3.3.3 及び JISB 9700-2:2004， 5.3.2.5 参照） は， 次の すべての 条件が 満たされる 場合 だけ 
使用して よい。 

一 ガードが 閉じて いると き， オペレータ 又は その 人体 部位が， 危険 区域 又は 危険 区域と ガードの 間に 
存在す る 可能性がない。 

一 機械の 寸法 及び 形状に よって 機械に 介入し なければ ならない オペレータ 又は その他の 人が， 全 機械 

及び Z 又は プロセス を 全体 的に 観察で き る 。 
一 制御 式 ガード 又は インタ ロック 付き ガード を 開ける こと 力、 危険 区域へ 入る 唯一の 方法で ある。 
一 制御 式 ガードに 関する インタ ロック 装置 は 最高の 信頼性 を 備えて いる （その 故障が 意図し ない， 又 

は 予期し ない 起動 を 生じる 可能性が あるた め）。 
一 制御 式 ガードに よって 機械 を 起動す る こと 力、 機械の 可能な 制御 モードの うちの 一つで ある 場合， 

モー ド 選択が 確認され ていなければ ならない （参考文献 [15] 参照)。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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注記 前記で 考慮され ている 危険 区域 は， 危険 要素の 作動が， 制御 式 ガードが 閉じた ことによって 区 
域で ある。 
5.5 材料の 選択 
5.5.1 一般 要求 事項 

ガードの 製作の ための 適切な 材料 を 選択す る 際に， 次の 面 を 考慮し なければ ならない。 この 特性 は， ガ 
ードの 予見 可能な 寿命 中， 維持され なければ ならない。 
5.5.2 衝撃 耐性 

ガード は， 機械 部品， ワーク ピース， 破損 工具， 放出され た 固体 又は 液体 排出物， オペレータ による 衝 
撃な どからの 合理的に 予見 可能な 衝撃に 耐える ように 設計し なければ ならない。 ガー ドが 看視 窓 を 備えて 
いる 場合， 材料 及び 固定 方法の 選択に 特別の 配慮 をし なければ ならない。 放出 物 又は 材料の 質量 及び 速度 
に 耐える のに 適した 特性 によって 材料 を 選択 しなければ ならない。 
5.5.3 剛性 

支柱， ガード フレーム 及び 充てん （填） 材料 は， 堅固で 安定性 を もった 構造 を 備え， また 変形に 耐える 
よう 選択し， 調整し なければ ならない。 材料の 変形が 安全 距離の 維持 を 損なうよ うに 働く 場合， 剛性が 重 
要で ある。 
5.5.4 確実な 固定 

ガード 又は ガードの 部分 は， 予見 可能な 負荷 下で， 確実に 固定され るよう に， 十分な 強度， 間隔 及び 数 
の 固定 ポイント によって 固定され なければ ならない。 固定 は， 機械的 締め 具 若しくは クランプ， 溶接 若し 
く は 接着 接合， 又は 適切な 他の 手段に よって 行う ことができる。 
5.5.5 可動 部分の 信頼性 

ヒンジ， スライド， ハンドル， 留め金な どの 可動 部分 は， その 予見 可能な 使用法 及び 作業 環境 下で， 信 
頼 性の あ る 動作 を 確実に する ように， 選択 されなければ ならない。 
5.6 封じ込め 

合理的に 予見 可能な 液体， 切く ず （屑)， 粉 じん （塵)， ヒューム 等の 有害物質 は， 適切な 不 透過性の 材 
料で できた ガード 内に 封じ込めなければ ならない。 
5.7 耐 腐食 性 

製品， プロセス 又は 環境 因子， 例えば， 機械 加工に おける 切削 油， 又は 食品 加工 機械に おける 洗剤 及び 
殺菌剤から 生じる 予見 可能な 酸化 及び 腐食に 耐える 材料 を 選択し なければ ならない。 これ は 適切な 保護 コ 
一 ティ ングの 適用に よって 達成で きる。 
5.8 微生物に 対する 抵抗 性 

食品， 医薬 及び 関連 産業に おける ように， バクテリア 及び 菌類の 成長に よる 予見 可能な 健康への リスク 
が ある 場合， ガードの 製作に 用いられる 材料 は， この 成長 を 抑制し， 容易に 清掃で き， 必要な 場合， 除菌 
できる も の を 選択 し な ければ な ら ない。 
5.9 無毒 性 

使用され る 材料 及び 仕上げ 処理 は， すべての 予見 可能な 使用 条^^に おいて 無毒で あり， 特に 食品， 医薬 
及び 関連 産業に おける プロセスと 両立で きる もので な ければ な ら ない。 
5.10 機械の 看視 

ガー ド を 通 し て 機械 作業 を 看視す る こと が 必要な 場合， 適切な 特性 を も つ た 材料 を 選択 し な ければ な ら 
ない。 例えば， 穴 明き 材料 又は ワイヤ メッシュ 力 町 吏 用され るなら， これ は 看視で きる ような 適当な 開口 面 
積 及び 適切な 色彩の ものであるべき である。 看視され る 領域よ り も 穴 明き 材料が 暗い色の 場合に は， 看視 



^作 怖 法に 1 1 無断での^^， W; 狨等 は^ ik されて お り ま す。 
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効果が 高められる。 
5.11 透視 性 

実施 可能で ある 限り， 機械 作動 を 看視す るた めに 使用され る 材料 は， 経 年 及び 使用に おいて その 透明度 
を 維持す る ものから 選択し なければ ならない。 ガード は， 透明度が 劣化した 材料 を 交換す るのに 必要な 処 
置が で きる よう に 設計 し な ければ な ら な レ ゝ 

幾つかの 用途で は， 腐食， 化学的 影^， 紫外線 放射に よる 劣化； 静 電荷に よる 粉塵 集積， 又は 透明度 を 
損な う 液体に よ る 表面の 濡れに 耐える 材料の 選択 又は 材料の 組合せが 必要 とされる。 
5.12 ストロボ 効果 

ス ト 口 ボ 効果に よ る 予見 可能な 危険 源が ある 場合， その 発生 を 最小化す る 材料 を 選択し なければ な ら な 

い。 

5.13 静電 特性 

幾つかの 用途で は， 火災 又は 爆発に 関係す る リスク を 伴う 粉 じん （塵） 及び 粒子の 蓄積， 並び 突然の 放 
電を 回避す るた めに， 静 電荷 を 帯電し ない 材料の 選択が 必要と される。 

ガード は， 危険な レベルにまで 静 電荷が 上昇す るの を 回避す るた めに 地 絡 保護され る 必要が ある (JISB 
9960- 1:1999 参照）。 ' 
5.14 熱 安定性 

予見 可能な 温度 変動 範囲 又は 突然の 温度 変化に さらされた 時に 劣化し ない， 例えば， 砕け 難い， 過度に 
変形し ない 又は 有害の 若し く は 可燃性の ヒューム を 放出し ないような 材料 を 選択し なければ ならない。 選 
択 された 材料 は， 予見 可能な 気候 及び 作業場の 条件で， その 特性 を 維持し なければ ならない。 
5.15 可燃性 

予見 可能な 火災の リ スクが ある 場合， 選択され た 材料 は 火花 抵抗 性 及び難 燃 性 を もたなければ ならず， 
また 可燃性 液体， ヒューム など を 吸収したり， 放出した りして はならない。 
5.16 騒音 及び 振動 低減 

必要な 場合， 騷音 及び 振動 を 低減させる 材料 を 選択し なければ ならない。 これ は， 遮断 （騷音 経路に 音 
響 バリア を 置く。）， 及び/又は 吸収 （適切な 音響 吸収 材料で ガード を 裏打ちす る。） 若し く は 両方の 組合せ 
によって 達成で きる。 共鳴 効果が 騒音 を 伝達したり， 又は 増幅す る 可能性が あるた め， ガード パネル は， 
こ の 共鳴 効果 を 最小化す るた め 適切 に 減衰 させる こと が 必要で あ る 。 
5.17 放射 保護 

溶接 又は レーザの 使用の ような 幾つかの 用途で は， 人 を 有害な 放射から 保護す る 材料 を 選択し なければ 
ならない。 

溶接 に 用 レ ゝ る 場合， 有害 な 放射 を 除去し， 看視で きる ように 適切に 色 をつ けた 透明な スクリーン による 
方策に よって， この 保護 は 可能と なる （参考文献 [6] 及び [8] 参照)。 

6 ガードの 種類の 選択 
6.1 一般 要求 事項 

リスク アセスメント によって， ガードの 要求 事項が 設定され た 場合， 次の ガイダンス 及び 附属 書 A に 従 
い ガード を 選択し なければ ならない （JIS B 9700-2:2004， 5.2 参照）。 
適切な ガードの 選択に 当たって は， 機械 類の 寿命の 適切な 局面 （JISB 9700-1:2004， S.3 参照） を 考慮し 

なければ ならない。 
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最も 重要な 選択 基準 は， 次のと おりで ある。 

- リスク アセス メ ント によって 示される 傷害の 確率と 予見され る 傷害の ひど さ。 

一 JTS 6 9700-1:2004, 3.22 で 定義され た 機械の 意図す る 使用。 

- 機械に 存在す る 危険 源 （JISB 9700-1:2004， 4. 及び 5. 参照）。 

- 接近の 性質 及び 頻度。 
6.2 異なる ガー ドの 組合せ 又は 他の 装置と ガー ドの 組合せ 

異なる タイプの ガード を 組み合わせて 使用す る ことが 適切な 場合 も あり 得る。 例えば， 機械が 幾つかの 
危険 区域 を 有し， 機械 を 作動させる 局面で， 危険 区域の 一つに 接近す る ことが 要求され る 場合， ガード は 
固定 式 ガー ドにィ ン タロック 付き 可動 式 ガー ドを 組み合わせて 構成す る ことができる。 

同じような やり方で， 時には 保護 装置と ガードの 組合せが 必要と される。 例えば， 固定 式 ガードと とも 
に 機械的 供給 装置 力 《機械に ワーク ピース を 供給す るのに 使用 される ところでは （それによ つて 危険 区域へ 
接近す る 必要性 を 取り除き）， トリップ 装置 （J1SB 9700-1:2004， 3.26.5 参照） 力 对幾械 的 供給 装置と 固定 式 
ガー ドの 間の 二次的な はさまり 又は せん 断の 危険 源から 保護す るた めに 必要と される。 

図 9 及び 図 10 参照。 
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記号の 説明 

1 光電 カーテン 

2 インタ ロッ ク 付き ガー ド 

3 電気 制御盤 

4 部分的 ァ クセス だ けがで き る 内部 フ ヱンス 

5 圧力 検知 マツ ト 

6 両手 操作 制御装置 

7 リセット ァ クチ ユエ一 タ 

8 距離 ガー ド 

図 9 一 異なる ガードの 組み合わせ 及び 他の 保護 装置と ガードの 組合せ （例 1) 
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2 



記号の 説明 

1 トラ ッ プド • キー システム 

2 両手 操作 制御装置 

3 ステーション 間の スクリーン 

4 ィ ン タロック 付き ガー ド 

5 ガー ド 施錠 装置 

6 圧力 検知 エツ ジ 

図 10 — 異なる ガードの 組合せ 及び 他の 保護 装置と ガードの 組合せ （例 2) 

6.3 危険 源の 数 及び 位置に よる ガードの 選択 

ガー ド類は 優先順位に 従って， 次から 選択す る。 

a) 保護す る 危険 区域の 数が 少ない 場合 は， 個々 の 危険 区域 を 囲い こむ 局所 ガード 類 を 選択す る。 これに 
よって， 受け入れ 可能な 残留 リスクに なり， 保全， セッティング などの ために， 危険で ない 機械 部分 
への 接近 を 許容す る ことができる。 

b) 危険 区域の 数 又は 規模が 大きい 場合 は， すべての 危険 区域 を 囲む ガード を 選択す る。 この場合， セッ 
ティングと 保全の ポイント は， できる 限り 防護 領域の 外側 に 設定し な ければ な ら ない。 

c) 囲い ガードの 使用が 実際的で なく， 保護す る 危険 区域の 数が 少ない 場合 は， 部分的 距離 ガード を 選択 
する。 

d) 囲い ガー ドの 使用が 実際的で なく ， 危険 区域の 数 又は 規模が 大きい 場合 は， 完全に 取り囲む 距離 ガー 
ドを 選択す る。 

附属 書 B の フローチャートに， この 手順 を 示す。 

防護 領域 を 様々 な セクションに 分割し， 他の セクションでの 機械 操作に 影響 を 与えずに， 一つの セ クシ 
ヨンで 活動 （例えば， チヱ ック， 調整） を 実施で きる ようにす る こと は， 生産 プロセスに 有益と なりうる。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



17 

B 9716 ： 2006 (ISO 14120 ： 2002) 

この場合， 各 セクションの ガード は， この 規格の すべての 要求 事項に 適合し なければ ならない。 
6.4 要求 される 接近の 性質 及び 頻度に よ る ガー ドの 選択 

注記 接近の 性質 及び 頻度に よる ガードの 選択の 一般 原則 は， 附属 書 A に 示されて いる。 
6.4.1 可動 伝達 部分 

例えば プーリ， ベルト， ギア， ラック' ピニ オン， シャフト 等の 可動 伝達 部分に よって 引き起こされる 
危険 源 を 防護す る ガード は， 固定 式 ガード （図 1 参照） 又は 可動 式 インタ ロック 付き ガードで なければ な 
ら ない。 

6.4.2 使用 中に 接近が 要求され ない 場合 

その 簡易 さ 及び 信頼性の ために， 固定 式 ガード を 使用すべき である。 
6.4.3 使用 中に 接近が 要求され る 場合 

6.4.3.1 機械の セッティング， プロセス 修正 又は 保全の ための みに 接近が 要求され る 場合 

次の 種類の ガー ドを 使用す る。 

a) 接近 頻度が 高い と 予見で きる 場合 （例えば， 1 シフ ト 当たり 1 回 以上の ように）， 又は 固定 式 ガードの 
取 外し 若しくは 交換が 困難で ある 場合に は， 可動 式 ガード を 使用す る。 可動 式 ガード は インタ ロック 
の 付いた もの， 又は 施錠 式 インタ ロックの 付いた もので なければ ならない （J1SB 9710:2006 参照）。 

b) 接近 頻度が 低い と 予見で き， ガードの 交換が 容易で， その 取 外し 及び 交換が 安全 作業 システム 下で 実 
施される 場合に だけ， 固定 式 ガード を 使用す る。 

6.4.3.2 作業 サイクル 中に 接近が 要求され る 場合 
次の 種類の ガー ドを 使用す る。 

a) インタ ロック 付き 可動 式 ガード 又は 施錠 式 インタ ロック を 備えた 可動 式 ガード を 選択す る （JIS B 
9710:2006 参照）。 非常に 短い 作業 サイクルで 接近が 要求され る 場合， 動力 駆動の 可動 式 ガー ドを 使用 
する のが 好ましい。 

b) 特別の 条件が 使用に 適して いる 場合に は， 制御 式 ガード を 使用す る （5.4.9 参照）。 
6.4.3.3 操作の 性質に よって， 危険 区域への 接近 をす ベて 禁止す る ことができない 場合 

例えば， のこ 歯の ように， 部分的に 露出す る ことが 必要な 工具の 場合， 次の ガード 類が 適して いる。 

a) 自己 閉鎖 式 ガード （5.4.6 参照） 

b) 調整 式 ガード （5.4.7 及び JISB 9700-2:2004， 5.3.2.4 参照） 

7 追加の 設計 及び 製作の 考慮 
7.1 よじ登り 

実施 可能な 限り， ガードに よじ登る こと を 設計に よって 阻止し なければ ならない。 ガードの 製作 及び 材 
料 又は 形状の 選択に 当たって は， よじ登りの 可能性に ついて 考慮し なければ ならない。 例えば， ガードの 
外側の 表面から 水平 構造 部材 及び 網目 構造 物の 水平 コンポーネント を 除去す る ことによって， よじ登り は 
より 困難になる。 
7.2 保持 型 締め 具 

実施 可能な 場合， ガー ドの 締め 具 は ガードに 取り付けられ たままで なければ ならない。 これ は 締め 具が 
なくなる 可能性 を 低減し， 取換え をで きな くす るた めで ある （図 11 参照）。 
7.3 振動 抵抗 性 

適用 可能な 場合， 締め 具 は， ガードへの 取 付け を 確実に する ように， ロック ナット， ばね 座金な どで 取 



^作 権 法に よ り 無断での^ 製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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り 付ける 必要が ある。 
7.4 警告 標識 

防護 領域 内での 接近が， 人 を， 例えば， 放射の ような， 残留 リスクに さらす ことがある 場合， 適切な 警 
告 標識 を 接近 ボイ ントに 設置し なければ ならない。 



/ 



/ 



血 



/ 

A / 
)/////// 



,、 ■ , }r .- 



3 



図 11 一保 持 型 締め 具の 例 



7.5 色彩 

危険 源 は 適切な 色彩 を 使用して 目立た せる ことができる。 例えば， ガー ドカ 5 機械と 同じ 色で 塗装され， 
危険な 部分が 対照的な 明るい 色で 塗装され ていれば， ガー ドが 開いて いるか 又は 取り去られ ている とき， 
危険 源に 注意が 引きつ けられる。 
7.6 美的 感覚 

実施 可能で ある 限り， ガード 類 は， 心理的 逆効果 を 最小化す るよう に 設計し なければ ならない。 

8 ガードに 関する 安全 要求 事項の 立証 
8.1 —般 要求 事項 

ガードの 設計 及び 製作に 関する 幾つかの 側面 は， 調査， 検査， 試験 又は 計算に よって 立証され なければ 
ならない。 実施 可能な 場合， 立証 は， ガードの 作動 状態に おいて 実施し なければ ならない。 

注記 タイプ C 規格で 規定 される 幾つかの 機械に ついては， ガードの 型式 試験 は 強制で ある。 幾つか 
の 例で は， 例えば， 動力 を 外した ガード， 研削と いしの ガードの ように， 機械から 離れて 実施 
する 必要が ある。 
8.2 衝撃 強度 

人， 工具の 部分， 高圧 液体な どの 衝撃に 対する ガードの 耐性の 立証が 必要と なる。 この 立証 を 実施す る 
前に， ガードが こうむる 可能性の ある 予見 可能な 衝撃の 危険 源， 例えば， 人に よる 低速 衝撃， 破損した ェ 
具 部品に よる 高速 衝撃， 高圧 液体に よる 衝撃 を 同定す る ことが 必要で ある。 

ガー ドの 衝撃 強度 を 立証す る 場合， ガー ドが 製作され た 材料の 特性 を 考慮す る こ とが 必要で ある。 これ 
は 使用され る 接合 ジョイントの 強度 及び ガー ドを 機械 又は 他の 構造に 取り付ける 固定 ボイ ント 並びに スラ 
ィ ド 等の 強度 を 含まなければ ならない。 
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タイプ C 規格が 利用 可能な 場合， 使用 される 立証 方法 を 明記 し なければ な ら ない。 
8.3 安全 距離 

ガードが 要求され る 安全 距離に 適合して いる ことの 立証 は， 測定に よらなければ ならない （JIS B 
9707:2002 及び JIS B 9708:2002 参照） 。 
8.4 封じ込め 

ガー ドが 危険物 質の 封 じ 込め (5.1.3 参照） のた め に 設計され る 場合， ガー ド 機能の 性能 を 立証 し な けれ 
ばなら ない。 漏れ を 容易に 確認で きる 場合， 目視 検査が 適切で ある。 漏れ を 確認で きない， 例えば， ガス 
又は 蒸気の 漏れの ような 場合 は， 空気の サンプリングの ような 代替の 立証 方法が 要求され る （JIS B 
9709-1:2001 参照 棚 
8.5 騒音 

ガード が 騒音 を 低減す るた めに 設計され る 場合， そ の 音響 性能 は 騷音値 を 計測す る ことによって 立証し 
なければ ならない。 
8.6 ガード 作動 力 

通常の ガード 使用法が， 例えば， 可動 式 ガード を 開く， 固定 式 ガード を 取り除く といった ような 物理的 
な 力 を 使用して いる 場合， この 力が 過度で ない という こと を 立証す る ことが 必要で ある。 

(参考文献 [16] 参照）。 
8,7 視認性 

ガード を 通しての 視認 性の 維持が， ガードの 固有の 機能に 必要 不可欠で ある 場合， これ は 通常の 作動 条 
件 下で 目視 チェック によって 立証され なければ ならない。 

9 使用 上の 情報 
9.1 一般 要求 事項 

取扱説明書 は， 据 付け 及び 保全 を 含む ガー ド 並びに その 機能に 関する 必要な 情報 を 含まなければ ならな 
い (JIS 6 9700-2:2004, 6. 參照 ）。 
9.2 ガードに よる 危険 源 

ガー ド 自体に 関連した 危険 源， 例えば， 材料の 可燃性の ような 危険 源に 関する 情報が 提供され なければ 
ならない。 
9.3 据 付け 

ガー ド 及び 関連の 設備の 正しい 据 付けに 関する 指示 書が 提供され なければ ならない。 
9.4 操作 

使用者が ガー ド やその ィ ン タロッ ク 装置な ど を 正し く 操作で きる よ う に 指示 書 を 提供し なければ ならな 
い。 合理的に 予見 可能な 誤 使用に 対する 警告が 示されなければ ならない (JIS 6 9700-1:2004, 3.22 参照）。 
9.5 ガードの 取 外し 

ガード を 安全に 取り外す 前に， 例えば， 機械 動力の 遮断 又は 蓄積 エネ ルギの 消散の ような， 取るべき 行 
動 を 指示す る 情報が， 提供され なければ ならない。 
9.6 検査 及び 保全 

実施され る 検査， 及び 必要と される 保全の 詳細な 情報が 提供され なければ ならない。 
例えば， 

- 特に 安全性 能の 劣化に つながる 場合の ガード 部分の 喪失 又は 損傷， 例えば， ガラス 材料に 引つ かき 
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きず を 付ける こ とに よ る 衝撃 耐性の 減少 
一 消耗 部品の 交換 
― インタ ロックの 正しい 操作 
一 接合 又は 固定 ポイントの 劣化 
一 腐食， 温度 変化 又は 化学的 作用に よる 劣化 
一 必要な 場合， 可動 部分の 満足の いく 操作 及び 給油 
一 安全 距離 及び 開口部の 変更 
一 適用 可能な 場合， 音響 性能の 劣化 
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附属 書 A 

(規定) 

可動 部分に よって 生じる 危険 源に 対する ガード 選択 を 支援す るた めの ガイドライン 



図 A.1 に 示す フローチャート は， 箇条 4 (リスク アセスメント） 及び 箇条 6 (ガードの 種類の 選択） と と 
もに 使用し なければ ならない。 この 附属 書 は 他の 保護 装置， 両手 操作 制御装置 などの 適用に ついては 考慮 
しない。 



制御 式 ガードの 使用に 関して は 
5.4.9 に 示す 条件に よる 
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図 A.1 —可 動 部分に よって 生じる 危険 源に 対する ガード 選択の ための フローチャート 
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附属 書 B 

(規定） 

危険 源の 数 及び 位置に よる ガード 選択の ための ガイ ドラ イン 



図 B.1 に 示す フローチャート は， 箇条 4 
-ドの 選択） とともに 使用し なければ ならない。 



ント） 及び 6.3 (危険 源の 数 及び 位置に よる ガ 
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図 B.1 — 危険 源の 数 及び 位置に よる ガード 選択の ための フローチャート 
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参考文献 

参考文献に は， ガードの 設計と コ ミツ ショ ニン グの 際に 有益で ある， 国際規格， J1S 及び 発行 済み 又は 
準備中の 欧州 規格の リス ト 力ま 含まれて いる。 

日本工業規格 

[l] JISZ 8736-1:1999 音響— 音響 インテンシティ による 騷 音源の 音響 パワー レベルの 測定 方法— 第 1 
部 ： 離散 点に よる 測定 

注記 対応 国際規格 ： ISO 9614-1:1993, Acoustics - Determination of sound power levels of noise 
sources using sound intensity — Part 1 : Measurement at discrete points (IDT) 
[2] JIS Z 8736-2:1 999 音響— 音響 インテンシティ による 騷 音源の 音響 パ ヮ 一 レベルの 測定 方法 一 第 2 
部： スキャニング による 測定 

；、 主 言 己 対め S 国際規格 ： ISO 9614-2:1996, Acoustics - Determination of sound power levels of noise 
sources using sound Intensity— Part 2 : Measurement by scanning (IDT) 

国際規格 

[3] ISO 3740:1980, Acoustics ― Determination of sound power level of noise sources ― Guidelines for the use 

of basic standards and for the preparation of noise test codes 
[4] ISO 11200:1995, Acoustics - Noise emitted by machinery and equipment ― Guidelines for the use of basic 

standards for the determination of emission sound pressure levels at a work station and at other specified 

positions 

[5] ISO 11253: 1993, Lasers and laser-related equipment— Laser device ― Mechanical interfaces 
[6] IEC 60529: 1 989， Degrees of protection provided by enclosures (IP-Code) 

発行され た 又は 準備中の 欧州 規格 
[7] EN ol4-l: 1995, Safety of machinery— Ergonomic design principles — Part 1 :Terminology and general 
principles 

[8] EN 1299: 1997, Mechanical vibration and shock — Vibration isolation of machines ― information for the 

application of source isolation 
[9] prEN 1672-1 : 1 994， Food processing machinery 一 Safety and hygiene requirements ― Basic concepts 一 Part 

1 : Safety requirements 

[10] EN 1746:1998, Safety of machinery ― Guidance for the drafting of the "noise" clauses of safety standards 
[l ].] EN 1837:1999, Safety of machinery ― Integral lighting of machines 

[12] CR 1030-1:1995， Hand-arm Vibration ― Guideline for vibration hazards reduction — Part 1 : Engineering 

methods by design machinery 
[13] EN 1127-1:1998, Explosive atmospheres ― Explosion prevention and protection— Part 1 :Basic concepts and 

methodology 

[14] EN 1672-2:1994, Food processing machinery ― Basic concepts ― Part 2: Hygiene requirements 
[15] EN 292-2: 1991/ Amd 1:1995, Safety of machinery ― Basic concepts, general principles for design — Part 2: 
Technical principles and specifications 
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[16] prEN 1005-3:1993, Safety of machinery ― Human physical performance ― Part 3: Recommended force 
limits for machinery operation 
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JISB 9716： 2006 
(ISO 14120 ： 2002) 

機械 類の 安全性 一 ガー ドー 固定 式 及び 可動 式 ガー ドの 
設計 及び 製作の ための 一般 要求 事項 
解 説 



序文 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規定の 
一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集-発行 する もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1 制定の 趣旨 

し の 規格 は， ISO 14120， Saietv of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of 
fixed and movable guards の 第 1 版 （2002 年） を 技術的 内容 及び 様式 を 変更す る ことなく 制定 し た 日 本 工業 
規格で ある。 

なお， ISO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 一致した 日本 ェ 
業 規格と して 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

2 制定の 経緯 

こ の 規格 は， 平成 15 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体 とする 原案 作成 委員会 (箇条 5 参照） 
において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ まで 作成され て おらず， この 制定が 初めての もので あ 

る。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

"5.5.2 衝撃 耐性" で， "ガード は， 機械 部品， ワーク ピース， 破損 工具， 放出され た 固体 または 液体 排 
出物， オペレータ による 衝撃な どから 合理的に 予見 可能な 衝撃に 耐え るよう に 設計 し な ければ な ら ない" 
と 規定して いる。 また， "8.1 —般 要求 事項" で， "ガードの 設計 及び 製作に 関する 幾つかの 側面 は， 調査， 
検査， 試験 または 計算に よって 立証され なければ ならない" と 規定して いる。 さらに， "8.2 衝撃 強度" で， 
"人， 工具の 部分， 高圧 液体な どの 衝搫 に対する ガードの 耐性の 立証が 必要と なる" と 規定して いる。 国 
内に は， これらの 立証 方法に 関しての 一般的な 規定の 制定がない （4.4 参照)。 

4 規定 項目の 内容 
4.1 全般 

この 規格 は， 国際 安全 規格 体系の タイプ B2 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， 
タイプ C 規格で も 共通に 適用す る こ と が 要求 される。 

解 1 

著作に はに より 焦 « での 製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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4.2 引用 規格 （本体の 2) 

a) "3 用語 及び 定義"， "4 リスク アセスメント"， "5 ガードの 設計 及び 製作の ための 主要な 要求 事項"， 
"6 ガー ドの 種類の 選択"， "8 ガー ド に関する 安全 要求 事項の 立証"， "9 使用 上の 情報" ： 

原 国際規格 では ISO/TR 12100-1:1992 [TR B 0008:1999 (機械 類の 安全性 一 基本概念， 設計の ための 
一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論)] を 引用 規格と している が， この 規格 は, 既に ISO 12100-1:2003 
と して 発行され ており， また その 整合 JIS も JISB 9700-1:2004 が 発行され ている こ と 力、 ら， この 規格 
では， これ を 引用 規格と した。 

b) "5 ガードの 設計 及び 製作の ための 主要な 要求 事項"， "6 ガードの 種類の 選択"， "9 使用 上の 情報"： 

原 国際規格 では， ISO/TR 12100-2:1992 [TR B 0009:1999 (機械 類の 安全性 一 基本概念， 設計の ため 
の 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則， 仕様)] を 引用 規格と している 力、 この 規格 は， 既に ISO 12100-2:2003 
として 発行され ており， また その 整合 JIS も J1SB 9700-2:2004 が 発行され ている ことから， この 規格 
では， これ を 引用 規格と した。 

c) "4 リスク アセスメント" 原 国際規格 では， ISO 14121:1999 を 引用 規格と している 力、 この 規格で は， 
JIS 8 9702:2000 を 引用 規格と した。 

d) "5 ガー ドの 設計 及び 製作の ための 主要な 要求 事項"， "8 ガー ド に関する 安全 要求 事項の 立証" ： 原 国 
際 規格で は， ISO 13852:1996, ISO 13853:1998, ISO 13854:1996 を 引用 規格と している が， この 規格で 
は， JIS B 9707:2002， JIS B 9708:2002, JIS B 9711:2002 を 引用 規格と した。 

e) "5 ガー ドの 設計 及び 製作の ための 主要な 要求 事項" 原 国際規格 では， 1EC 60204-1:1992 を 引用 規格 
としてい る 力、 この 規格で は， JISB 9960-1:1999 を引用規格とした。 

f) "5 丄 7 爆発" 原 国際規格 では， EN 1127-1 を 引用 規格と している 力、 この 欧州 規格に 該当する 国際 規 
格 及び 日本工業規格がない ので， この 規格で は， 原 国際規格の EN 1127-1 の 標記 を 削除し， "参考文献 
[13] 参考" とした。 また， この 解説の 4.4 に その 規定 を 記載した。 

g) "5.3.4 衛生" 原 国際規格 では， EN 1672-2 を 引用 規格と している 力、 この 欧州 規格に 該当する 国際 規 
格 及び 日本工業規格がない ので， この 規格で は， 原 国際規格の EN 1672-2 の 標記 を 削除し， "参考文献 
[14] 参考" と した。 

I "5.4.9 制御 式 ガー ド" 原 国際規格 では， EN 292-2 ： 1 99 1 /A 1 ： 1 995, Annex A, 1 .2.5 を 引用 規格と している 
が, この 欧州 規格に 該当する 国際規格 及び 日本工業規格がない ので， この 規格で は， EN 
292-2:1991/Al:1995, Annex A, 1.2.5" の 標記 を 削除し， "参考文献 [15] 参考" とした。 
i) "8.6 ガー ド作 動力" 原 国際規格 では prEN 1005-3 を 引用 規格と している 力、 この 欧州 規格に 該当する 
国際規格 及び 日本工業規格がない ので， この 規格で は， 原 国際規格の prEN 1005-3" の 標記 を 削除し， 
"参考文献 [16] 参考" とした。 
4.3 用語 及び 定義 （本体の 3) 

原 国際規格 では， "3 用語 及び 定義" で， 用語 及び 定義が 記載され ている 力、 この 規格で は， JISB 9700-1 
を 引用して いる 力、 原 国際規格で， 一部， ISO 12100-1 の "用語 及び 定義" に 変更 を 加えて あり， この 規 
格で は， そ の 箇所 を ISO 12100-1 の 整合 規格で ある "JIS B 9700-1 に 基づ く " と 表現 し た。 
4.4 "8.2 衝撃 強度" の 中に， "タイプ C 規格が 利用 可能な 場合， 使用され る 立証 方法 を 明記し なければ な 
ら ない" と 規定され ている ので， 例 を あげて 明記す る。 
例 1 工作機械 一安 全 一 据え付け 型 研削盤 （EN 13218) 

付録 A.4 といし 覆いと その 取り付け 方法の 設計 基準 （抜粋） 
A.4.1 全般 
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A.4.2 といし 破片の エネ ルギ 
A.4.3 砥石 覆いの 板 厚 決定 
ん 4.4 取り付け 方法の 決定 
例 2 研削盤 等 構造 規格 （昭和 46 年度 労働省 告示お 8 号） 
第 1 章 研削盤 

第 13 条 （衝撃 試験） 

この 規格で は， "8.2 衝撃 強度" で "人， 工具の 部分， 高圧 液体な どの 衝撃に 対する ガードの 耐性の 立証 
が 必要で ある" としてい る。 これらの 立証 は， 前述の 規格が 適用され る もの は， その 規格に 従い， その他， 
前述の 規格が 使用可能な もの は， それに 準じて 行う 必要が ある。 

5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9716 原案 作成 委員会 構成 表 





氏名 




所属 


向 


お 


政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


心 


財団法人 硏友社 


山 

石 


永 


明 


男 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


田 


中 


敏 


早 


厚生 労働省 労働 基準 局 


池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 


大久保 


尭 


夫 


日本 大学 


杉 


本 




旭 


北 九州 市立 大学 


川 


P 


邦 


供 

1 ハ 


补団法 人 庠業安 今 枝 術 協会 


条 


川 


壮 




中央労働 災害 防止 協会 


中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


渡 


辺 




正 


社団法人 日 本 建設機械 化 協会 


大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日 本 工作機械 工業 会 


佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 


佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


橘 




良 


彦 


T-RAST 研究所 


松 




為 


昭 


石 川 島播磨 重工業 株式会社 


平 


田 




溥 


株式会社 荏 原 製作所 


川 


池 




襄 


オムロン 株式会社 




竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 


高 


橋 


石 


重 


株式会社 小 松 製作所 


大 


坂 




崇 


株式会社 小 松 製作所 （元) 


々ム 


木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フグ 


杉 


田 


士 


広 


テュフ ライン ランド ジャパン 株式会社 


古 


沢 




登 


トヨタ 自動車 株式会社 


蓬 


原 


弘 




日本 信号 株式会社 
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井 


上 


洋 


一 


ビューロー ベリ タス 日本 支社 


仲 


畑 


光 


蔵 


株式会社 日立 製作所 




室 


康 


夫 


株式会社 牧野 フライス 


杉 


原 


健 


治 


松下電器 産業 株式会社 


鈴 


木 


物 


一 


三菱 重工業 株式会社 


今 


泉 


武 


男 


三菱 電機 株式会社 


新 


9 出 


裕 




社団法人 日本 機械工業 連合会 


舞 


田 


靖 


司 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 


宮 


崎 






社団法人 日本 機械工業 連合会 


ミ 1 


田 




実 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 



(文責： 宮崎 浩一) 
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絡く ださい。 

★JIS 規格^の 止^^が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊^ "標ゅ 化 ジャーナル" に， 正 • 誤の 内容 を^ 械 いたします。 
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★JIS 規恪 票の ご注文 は， 齊及 K， 部 力 ス タマ一 サービス ai[TE:L(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

又は 下記の 当 協会 各 支部に おき ましても ご注文 を 承って お り ま すので， お 申込み ください。 
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